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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは

　SDGｓとは、国連サミットで採択された、持続可能な開発のための2030年までの国際目標

です。

　「誰一人取り残さない」というスローガンのもと、貧困、健康、福祉、教育、気候変動など、

17の目標と169のターゲットがあります。

ＳＤＧｓの17の目標

内容（総務省仮訳）

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

持続可能な生産消費形態を確保する

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への
対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセ
スを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保
する
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがい
のある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーショ
ンの推進を図る
各国内及び各国間の不平等を是正する

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

つくる責任つかう責任

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達
成しよう

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなにそして
クリーンに
働きがいも経済成長も

産業と技術革新の基盤をつ
くろう
人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

はじめに
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１.令和２年度一関市予算のポイント

【 一般会計予算額

持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現
～重点的に取り組む施策～

・ ＳＤＧｓ推進事業費

・ ごみ減量化等促進対策事業費

・ 生ごみ減量機器購入事業補助金

・ 子どもたちの絵画による未来創造事業費

・ 国際リニアコライダー推進事業費

・ 社会教育主事講習受講支援補助金

・ いちのせき新規就農応援事業費補助金

・ 農業担い手チャレンジ事業費補助金

・ 萩の子クラブ改修事業費

・ 子どもの居場所づくり推進事業費

・ いちのせき女性農業者応援事業費補助金

・ 個別予防接種事業費

・ 小中学校用コンピュータ整備事業費

・ 保育人材確保事業費補助金

・ 一関市国際交流協会補助金

・ ブロック塀等安全確保事業補助金

・ がん患者医療用補正具助成事業費

・ スポーツ合宿受入整備事業補助金

・ バス運行事業費補助金

・ 移住定住環境整備事業費

・ 文化財標柱・解説板整備事業費

・ 介護予防・生活支援サービス事業費

・ 防災対策費

・ いちのせきファンクラブ事業費

・ 空家等対策事業費

・ きのこ原木等処理事業費

・ 特用林産施設等体制整備事業費補助金

・ 小学校校舎改修等

・ 中学校校舎改修等

・ 非常備消防施設整備等

・ 市民センター施設改修等

※　新規、拡充を中心に主な事業のみ掲載

【新規】

拡充

拡充

拡充

600万円

拡充

 80万円

拡充

 600万円

 973万円【新規】

【新規】

【新規】

拡充

拡充

【新規】

拡充

【新規】

【新規】

拡充

 7,934万円

 2,196万円

 1,244万円

 1,810万円

 324万円

88万円

 40万円

 4,301万円

 4,515万円

 196万円

 63万円

3億 4,356万円

2億 2,172万円

 3,279万円

　　③　地域（まち）づくり

拡充  130万円

【新規】  71万円

拡充  3,585万円

拡充  298万円

　まち・ひと・しごとの創生

さあ　ダッシュ　元気に進もう　新時代

　令和という新しい時代に、市の総合計画に掲げた将来像「みつけよう育てよう　郷土の

宝　いのち輝く一関」の実現に向けた取組を着実に展開し、さらなる市勢の発展のため、

「ＳＤＧｓ」の理念を踏まえた取組を進めます。

640億 9,318万円 】

1億 4,909万円

1億 236万円

1億 5,098万円

2億 2,405万円

　公共施設等総合管理計画推進費

　東日本大震災からの復旧復興

　　②　ひとづくり（子育て支援）

　　①　しごとづくり

　未来につなぐ　いちのせきのまち

　ＩＬＣを基軸としたまちづくり

2,135万円

【新規】

【新規】  434万円

拡充  597万円

拡充  99万円

※　万円未満切捨て

113万円
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28 ◇ ① ＳＤＧｓ推進事業費

90  ② 資源・エネルギー循環型まちづくり推進事業費

91 ◆ ③ 生ごみ減量機器購入事業補助金

91  ④ 新エネルギー等導入事業費補助金

92  ⑤ 資源リサイクル事業費

92 ◆ ⑥ ごみ減量化等促進対策事業費

114  ⑦ バイオマス産業化推進事業費

115  ⑧ 木質資源地域循環活用事業費

115  ⑨ 森林管理促進事業費

115  ⑩ 森林総合整備事業費補助金

【凡例】 ◇ 新規

◆ 拡充　　その他は継続

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

850万円

■ 持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現
　　～重点的に取り組む施策～

754万円

 99万円

 88万円

 962万円

　未来につなぐ　いちのせきのまち

予算の概要
掲載ページ

 434万円

 1,022万円

 1,600万円

997万円

7,403万円

 597万円

　地域資源のさらなる活用を進め、資源・エネルギー好循環のまちを目指します。

　有価物集団回収の対象品目の拡大や生ごみ減量機器購入への支援の拡充を図り、

市民や企業、事業所の協力をいただきながら、一層の推進に取り組みます。

　バイオマス産業都市構想に基づき、市民が主体の集材活動による地域に根差した

木質バイオマスの利用を促進します。
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29  ① 国際リニアコライダー推進事業費

－  ② 東北ＩＬＣ推進協議会負担金

－  ③ 岩手県国際リニアコライダー推進協議会負担金

36 ◇ ④ 子どもたちの絵画による未来創造事業費

【凡例】 ◇ 新規

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

■ 持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現
　　～重点的に取り組む施策～

2,510万円

予算の概要
掲載ページ

 2,135万円

　ＩＬＣを基軸としたまちづくり

 160万円

 102万円

 113万円

　ＩＬＣ計画は、日本学術会議のマスタープランの学術大型研究計画に位置付けら

れたことにより、実現に向け着実に進んでいるものと受け止めています。

　ＩＬＣを見据えた新しいまちづくりを実現できるよう取り組みます。
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33  ① 奨学金返還補助金

33  ② 希望のまち基金出資金

40 ◇ ③ 社会教育主事講習受講支援補助金

58  ④ 医療介護人材育成事業費

93  ⑤ ジョブカフェ一関運営事業費

94  ⑥ 中東北専門技術人材確保支援事業費

94  ⑦ 地域企業魅力発見事業費

95  ⑧ 新規高卒者ふるさと就職支援事業補助金

95  ⑨ 若者等ふるさと就職支援事業補助金

100  ⑩ 地産外商促進事業費

101  ⑪ いちのせき雇用就農応援事業費

103 ◆ ⑫ 農業担い手チャレンジ事業費補助金

104 ◆ ⑬ いちのせき新規就農応援事業費補助金

117  ⑭ いちのせき起業応援事業費

【凡例】 ◇ 新規

◆ 拡充　　その他は継続

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

 298万円

2,410万円

 1,142万円

71万円

 1,460万円

　　～重点的に取り組む施策～

8,996万円

予算の概要
掲載ページ

■ 持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現

 275万円

1,400万円

 130万円

　若者の地元定着、地元就職の促進のため、若者や女性を中心とした起業支援に取

り組みます。

　また、地元企業に対し、新規学卒者やＵＩＪターン就職者の資格取得などへの支

援を行うとともに、地元で働く魅力を伝える取組を進めます。

　当市の自然条件と地域資源を生かした産業振興を図るため、生産者の支援に取り

組むとともに、農業経営の次世代への円滑な継承や農業法人への雇用就農を支援し

ます。

　まち・ひと・しごとの創生

　　①　しごとづくり

 210万円

600万円

 57万円

136万円

 800万円

 7万円
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64・65  ① 高校生までの医療給付費

67 ◇ ② 子どもの居場所づくり推進事業費

67 ◇ ③ 萩の子クラブ改修事業費

67 ④ 室根児童クラブ整備事業費

68  ⑤ 子育て支援自動車運転免許取得補助金

69 ◆ ⑥ 保育人材確保事業費補助金

69 ◇ ⑦ 私立保育施設整備事業費補助金

74  ⑧ ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援給付費 

82 ◆ ⑨ 個別予防接種事業費

87  ⑩ 妊産婦健康診査事業費

88  ⑪ 一般不妊治療費助成金

104 ◇ ⑫ いちのせき女性農業者応援事業費補助金

151・154 ◆ ⑬ 小中学校用コンピュータ整備事業費

【凡例】 ◇ 新規

◆ 拡充　　その他は継続

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

2億

196万円

1,524万円

270万円

600万円

63万円

2,172万円

3億

3億

15万円

4,356万円

6,965万円

　まち・ひと・しごとの創生

　　②　ひとづくり（子育て支援）

 3,279万円

予算の概要
掲載ページ

■ 持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現
　　～重点的に取り組む施策～

10億 9,243万円

4,890万円

4,515万円

398万円

　当市は、年々少子化が進んでいることから、子育て世代への支援を大きな柱とし

て取組を進め、一人の子どもが生まれてから社会人として自立するまでの成長過程

に応じ、点から線へ、その線をより太いものへ、そしてその太い線がやがて面とな

るよう切れ目なく支援します。
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31 ◆ ① 移住定住環境整備事業費

32 ◆ ② いちのせきファンクラブ事業費

38 ◇ ③ 一関市国際交流協会補助金

38 ◆ ④ バス運行事業費補助金

41 ◇ ⑤ 子どもたちの絵画による情報発信事業費

45 ◇ ⑥ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック関連事業費

46 ◇ ⑦ スポーツ合宿受入整備事業補助金

48 ◆ ⑧ 空家等対策事業費

59 ◆ ⑨ 介護予防・生活支援サービス事業費

85 ◇ ⑩ がん患者医療用補正具助成事業費

108 ◇ ⑪ ため池廃止事業費

113 ◆ ⑫ 有害鳥獣対策事業費

125 ◇ ⑬ 旅行者受入環境整備事業費補助金

140 ◇ ⑭ ブロック塀等安全確保事業補助金

144 ◆ ⑮ 防災対策費

160 ◆ ⑯ 文化財標柱・解説板整備事業費

【凡例】 ◇ 新規

◆ 拡充　　その他は継続

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

 1,810万円

 500万円

 600万円

 600万円

 80万円

 1,100万円

 589万円

 40万円

88万円

 1,244万円

 4,301万円

 96万円

 471万円

 3,585万円

 324万円

 973万円

　まち・ひと・しごとの創生

　　③　地域（まち）づくり 1億 6,401万円

　移住定住について、窓口のワンストップ化を図り、Ｕターンや子育て世帯など新

たな人材や若い世代の移住定住を促進します。

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりのため、医療、介護、予

防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」

の構築に努めます。

　災害が発生した場合でも、その被害を可能な限り抑えるため、地域防災計画に基

づく取組を進めるとともに、自助、共助による防災意識の高揚を図ります。

予算の概要
掲載ページ

■ 持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現
　　～重点的に取り組む施策～
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114  ① きのこ原木等処理事業費

116  ② しいたけ生産振興対策事業費補助金

116  ③ 特用林産施設等体制整備事業費補助金

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

34  ① 市役所本庁舎駐車場整備等

40  ② 市民センター施設改修等

143  ③ 非常備消防施設整備等

150  ④ 小学校校舎改修等

153  ⑤ 中学校校舎改修等

－ その他の公共施設等総合管理計画推進費

 （上記事業のうち公共施設トイレ洋式化改修） )

　※　万円未満切捨て。

　※　主な事業のみ掲載しているため、合計が合わないことがあります。

■ 持続可能な発展のためのＳＤＧｓの実現

 2,196万円

　東日本大震災からの復旧復興

　計画的な改修、修繕、解体等により、今後の公共施設の管理などに係る財政負担

の平準化と経費の削減を図ります。

　また、高齢化社会の進展や住生活環境の変化に対応するため、公共施設のトイレ

洋式化について、集中的に整備を進めます。

3億 6,168万円

1億 236万円

10億 7,607万円

　公共施設等総合管理計画推進費

予算の概要
掲載ページ

　　～重点的に取り組む施策～

1億 1,585万円

予算の概要
掲載ページ

 7,934万円

 1,455万円

(1億 6,274万円

1億 4,909万円

2億 2,405万円

1億 5,098万円

 8,791万円

　東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質による汚染対策については、

復興期間内の解決に向けた国の対応を強く求めていくとともに、原発事故前の環境を

取り戻すため、引き続き取り組んでまいります。
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（単位：千円、％）

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

当 初 予 算 当 初 予 算 増 減 額 伸 率

64,093,180 64,794,543 △ 701,363 △ 1.1

12,084,475 11,891,135 193,340 1.6

1,330,307 1,322,852 7,455 0.6

120,558 126,133 △ 5,575 △ 4.4

32,172 20,136 12,036 59.8

218,260 181,452 36,808 20.3

3,839,064 △ 3,839,064

367,600 △ 367,600

97,337 99,439 △ 2,102 △ 2.1

9,239 9,278 △ 39 △ 0.4

77,985,528 82,651,632 △ 4,666,104 △ 5.6

水道事業会計 7,533,355 7,476,205 57,150 0.8

工業用水道事業会計 39,651 39,839 △ 188 △ 0.5

下水道事業会計 5,957,540 5,957,540

病院事業会計 2,580,000 2,555,000 25,000 1.0

16,110,546 10,071,044 6,039,502 60.0

94,096,074 92,722,676 1,373,398 1.5

小　　計

合　　計

市営バス事業特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

浄化槽事業特別会計

物品調達特別会計

小　　計

公
営
企
業
会
計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

都市施設等管理特別会計

工業団地整備事業特別会計

２．令和２年度一関市予算

　(1) 全会計総括表

会  計　名
比 較

一　般　会　計
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　(2) 一般会計歳入の状況

構成比 構成比

1 市税 12,606,942 19.7 12,652,840 19.5 △45,898 △ 0.4

13 分担金及び負担金 292,938 0.4 403,681 0.6 △110,743 △ 27.4

14 使用料及び手数料 366,392 0.6 375,773 0.6 △9,381 △ 2.5

17 財産収入 704,836 1.1 200,465 0.3 504,371 251.6
18 寄附金 105,000 0.2 128,300 0.2 △23,300 △ 18.2

19 繰入金 3,352,918 5.2 3,357,832 5.2 △4,914 △ 0.1
20 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

21 諸収入 1,057,261 1.6 1,105,211 1.7 △47,950 △ 4.3

18,486,288 28.8 18,224,103 28.1 262,185 1.4

2 地方譲与税 1,116,278 1.8 1,002,590 1.6 113,688 11.3
3 利子割交付金 17,490 0.0 18,026 0.0 △536 △ 3.0
4 配当割交付金 25,455 0.1 23,652 0.0 1,803 7.6
5 株式等譲渡所得割交付金 18,180 0.0 27,900 0.0 △9,720 △ 34.8
6 法人事業税交付金 138,444 0.2 ― ― 138,444 ―
7 地方消費税交付金 2,839,603 4.4 2,288,751 3.6 550,852 24.1
8 ゴルフ場利用税交付金 12,776 0.0 13,784 0.0 △1,008 △ 7.3
9 環境性能割交付金 49,780 0.1 ― ― 49,780 ―
10 地方特例交付金 85,838 0.1 192,780 0.3 △106,942 △ 55.5

11 地方交付税 23,694,367 37.0 23,797,346 36.8 △102,979 △ 0.4
12 交通安全対策特別交付金 15,343 0.0 15,880 0.0 △537 △ 3.4

15 国庫支出金 6,362,687 9.9 6,338,083 9.8 24,604 0.4

16 県支出金 5,374,347 8.4 5,504,840 8.5 △130,493 △ 2.4

22 市債 5,856,304 9.2 7,214,994 11.1 △1,358,690 △ 18.8
自動車取得税交付金 ― ― 131,814 0.2 △131,814 ―

45,606,892 71.2 46,570,440 71.9 △963,548 △ 2.1

64,093,180 100.0 64,794,543 100.0 △701,363 △ 1.1

元年度当初予算
増減 伸率

依

存

財

源

合　　　　　計

自

主

財

源

小　　計

小　　計

区
分

款
２年度当初予算
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（単位：千円、％）

【減】法人△248,827、市たばこ税△8,743、種別割△8,519、入湯税△2,187、鉱産税△774
【増】固定資産税181,522、個人25,755、環境性能割14,877、国有資産等所在市町村交付金及び納付金998

【減】保育所利用者負担金△67,769、境界地橋梁長寿命化事業費負担金△18,950、幼稚園利用者負担金△13,419、
　　　こども園利用者負担金△11,066、老人保護費負担金△1,806、文化的景観保護推進事業費分担金△1,000
【増】消防事務負担金4,296、４市町合同婚活事業費負担金798、消費生活相談事務負担金286、児童クラブ利用負担金168

【減】市営住宅使用料△3,105、建築確認申請等手数料△2,972、戸籍住民基本台帳手数料△2,062、
　　　特定公共賃貸住宅使用料△1,363、児童館保育料△799、各種証明手数料△704、行政財産使用料△376、
　　　消防事務取扱手数料△375、健康の森使用料△346、狂犬病予防注射済票等交付手数料△334、索道使用料△254
【増】道路使用料1,275、有機肥料センター使用料1,189、博物館使用料705

【増】生産物売払収入500,579、土地貸付収入10,828、その他不動産売払収入3,487、株式配当金331
【減】基金利子△9,421、物品売払収入△1,652

【減】一般寄附金△23,300

【減】市債管理基金繰入金△37,991、地域振興基金繰入金△5,600
【増】財政調整基金繰入金15,493、都市施設等管理特別会計繰入金8,284、
　　　ふるさと応援基金繰入金8,000、過疎地域自立促進基金繰入金6,900

―

【減】損失補償金△39,970、揚水施設納付金△13,398、高齢者地域支援事業受託収入△10,784
【増】沿岸市町村派遣職員費納入金8,283、岩手県市町村振興協会市町村振興交付金4,867、
　　　災害援護資金貸付金元利収入4,256

【増】自動車重量譲与税96,630、森林環境譲与税42,408
【減】地方揮発油譲与税△25,350

―

―

―

―

―

―

―

―

【減】特別交付税△259,889
【増】普通交付税156,910

―

【増】子どものための教育・保育給付費負担金178,188、道路メンテナンス事業補助金158,904、
　　　低所得者保険料軽減負担金61,804、個人番号カード交付事業費補助金41,857、公立学校施設整備費負担金39,287、
　　　子育てのための施設等利用給付交付金13,476、生活保護費負担金13,308、感染症予防事業費等補助金11,241、
　　　障害児施設給付費等負担金10,612、へき地児童生徒等援助費補助金9,130
【減】社会資本整備総合交付金△216,028、学校施設環境改善交付金△151,078、
　　　史跡等総合活用整備事業費補助金△46,607、児童手当負担金△40,340、
　　　放射性物質汚染廃棄物処理事業費補助金△30,958、子ども・子育て支援整備交付金△10,105、
　　　幼稚園就園奨励費補助金△9,510、東北観光復興対策交付金△8,066

【減】知事、県議会議員選挙執行委託金△86,859、参議院議員通常選挙執行委託金△78,849、
　　　子育て支援対策臨時特例事業費補助金△62,289、介護施設等整備事業費補助金△40,268、
　　　後期高齢者医療保険基盤安定負担金△34,351、認定こども園整備事業費補助金△29,050、
　　　林業成長産業化総合対策事業費補助金△23,268
【増】子どものための教育・保育給付費負担金66,283、産地パワーアップ事業費補助金37,086、
　　　低所得者介護保険料軽減負担金30,902、統計調査委託金22,224、
　　　子どものための教育・保育給付費補助金18,182、団体営農村地域防災減災事業費補助金16,231、
　　　医療費助成事業費補助金16,164、保育対策総合支援事業費補助金10,477、放課後児童クラブ整備費補助金8,163

【減】義務教育施設整備事業債△1,204,900、臨時財政対策債△152,390、農業農村整備事業債△123,200、
　　　社会教育・文化施設整備事業債△121,600、生涯学習・文化施設整備事業債△111,400、
　　　児童福祉施設整備事業債△52,800、消防施設整備事業債△37,600、市街地活性化施設整備事業債△21,700、
　　　幼児教育施設整備事業債△4,000、保健施設整備事業債△2,500、急傾斜地崩壊対策事業債△2,000、
　　　社会福祉施設整備事業債△1,400、労働施設整備事業債△300
【増】都市計画事業債240,900、観光施設整備事業債84,900、庁舎整備事業債59,500、道路橋梁整備事業債35,500、
　　　地域振興施設整備事業債29,400、過疎地域自立促進特別事業債10,000、公営住宅整備事業債7,200、
　　　河川整備事業債6,000、農業施設整備事業債3,000、治山事業債700

―

備　　　　　　　　　　　考
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　(3) 一般会計歳出の状況（目的別）

構成比 構成比

1 議会費 331,742 0.5 336,854 0.5 △5,112 △ 1.5

2 総務費 8,987,202 14.0 9,184,408 14.2 △197,206 △ 2.1

3 民生費 18,689,854 29.2 18,490,579 28.5 199,275 1.1

4 衛生費 5,598,142 8.8 5,347,273 8.3 250,869 4.7

5 労働費 151,871 0.2 152,443 0.2 △572 △ 0.4

6 農林水産業費 5,210,386 8.1 5,376,052 8.3 △165,666 △ 3.1

7 商工費 1,672,058 2.6 1,640,741 2.5 31,317 1.9

8 土木費 5,950,915 9.3 5,682,086 8.8 268,829 4.7

9 消防費 2,704,553 4.2 2,755,833 4.2 △51,280 △ 1.9

10 教育費 5,625,940 8.8 6,465,527 10.0 △839,587 △ 13.0

11 災害復旧費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

12 公債費 9,120,173 14.2 9,312,403 14.4 △192,230 △ 2.1

13 諸支出金 342 0.0 342 0.0 0 0.0

14 予備費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

計 64,093,180 100.0 64,794,543 100.0 △701,363 △ 1.1

款
２年度当初予算 元年度当初予算

増減 伸率
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（単位：千円、％）

職員給与費822
【減】議会タブレット導入事業費△7,519、議員報酬等△1,944、議員研修費△250、議事録作成費△80
【増】本会議・委員会等経費3,540、議会運営費181、議会報作成費81、要望経費56、内外情勢調査会負担金1

特別職給与費458、職員給与費△145,476、会計年度任用職員給与費568,570
【減】人事事務費△309,699、行政情報化推進事業費△229,055、公共施設等総合管理計画推進費（芸術文化振興費）△139,597、
　　　知事選挙及び県議会議員選挙費△57,930、固定資産税賦課事務費△55,059、参議院議員選挙費△50,842、
　　　地域情報化推進事業費△43,682
【増】国県支出金等返還金116,540、公共施設等総合管理計画推進費（財産管理費）67,155、
　　　マイナンバーカード交付事務費43,386、市営バス事業特別会計繰出金32,896

職員給与費△25,668、会計年度任用職員給与費471,711
【増】施設型給付費等支給事業費186,512、一関地区広域行政組合分担金（介護保険料軽減分）123,608、
　　　老人福祉施設用地整備事業費93,054、一関地区広域行政組合分担金（介護保険事業分）86,499、
　　　一関市民生委員児童委員連絡協議会補助金35,470
【減】保育所管理運営費△216,186、私立保育施設整備事業費補助金△134,177、こども園管理運営費△89,504、
　　　児童手当給付費△57,360、後期高齢者医療特別会計繰出金△44,611、一般事務費（障害者福祉費）△41,138、
　　　介護施設等整備事業費補助金△40,268、民生委員・児童委員事務費△35,655、自立支援介護給付費△35,380、
　　　東山児童クラブ整備事業費△32,006、わかばクラブ改修事業費△24,657、一般介護予防事業費△23,791

職員給与費19,573、会計年度任用職員給与費42,314
【増】水道事業会計補助金104,050、生活用水確保支援事業費 62,124、個別予防接種事業費30,839、
　　　一関地区広域行政組合分担金（ごみ・し尿処理分）10,436、簡易水道事業等負担金7,800、乳がん検診事業費7,331、
　　　資源・エネルギー循環型まちづくり推進事業費7,157
【減】放射線対策事業費△16,291、国民健康保険特別会計直営診療施設勘定繰出金△7,795、妊産婦健康診査事業費△7,785、
　　　母子健康相談事業費△5,370

職員給与費820、会計年度任用職員給与費3,958
【減】公共施設等総合管理計画推進費（女性センター費）△3,794、ふるさとハローワーク運営事業費△2,061、
　　　雇用対策事務費△1,941、産業教養文化体育施設管理費△1,318、勤労者生活安定資金貸付預託金△500、
　　　地域企業魅力発見事業費△198
【増】公共施設等総合管理計画推進費（雇用対策費）3,428、千厩農村勤労福祉センター管理費398、
　　　勤労青少年ホーム管理運営費378、女性センター管理運営費268、一関市職業訓練センター管理費100

職員給与費9,943、会計年度任用職員給与費71,461
【減】農業集落排水事業特別会計繰出金△297,645、県営経営体育成基盤整備事業負担金△93,026、
　　　利用自粛牧草等処理円滑化事業費△69,095、県営中山間地域総合整備事業負担金△38,000、
　　　林業成長産業化総合対策事業費補助金 △23,268、国営農地開発事業負担金△21,738、
　　　公有林整備事業費△14,430
【増】下水道事業会計補助金148,166、下水道事業会計出資金111,303、産地パワーアップ事業費補助金37,086、
　　　いわちく施設整備出資金21,285

職員給与費7,471、会計年度任用職員給与費7,311
【増】公共施設等総合管理計画推進費（観光費）78,570、工業団地整備事業特別会計繰出金11,494
【減】公共施設等総合管理計画推進費（商業振興費）△21,747、災害復旧資金利子補給補助金△14,363、
　　　インバウンド推進事業費△10,083、観光振興事業費△6,691、岩手県南技術研究センター改修費補助金△5,918、
　　　地域企業経営強化支援事業費補助金△5,000、岩手県南技術研究センター運営費補助金△4,066、
　　　花と観光ＰＲ事業費△3,830、生産設備等投資促進補助金△3,051

職員給与費28,527、会計年度任用職員給与費46,005
【増】下水道事業会計補助金982,403、下水道事業会計出資金646,481、萩荘地区公園整備事業費230,100、
　　　道路新設改良事業費（花泉地域）122,825、原沢１号線道路改良事業費69,296、
　　　大規模盛土造成地優先度調査事業費27,500、橋梁維持補修費21,500、除雪費15,500、中条外山線道路改良事業費12,471
【減】下水道事業特別会計繰出金△1,606,144、道路新設改良事業費（一関地域）△86,084、
　　　狐禅寺大平線道路改良事業費△82,712、道路維持補修費△67,128、道路新設改良事業費（大東地域）△36,167、
　　　道路新設改良事業費（千厩地域）△26,642、道路新設改良事業費（川崎地域）△20,656、登記処理対策事業費△11,166、
　　　道路新設改良事業費（東山地域）△9,839

職員給与費14,809、会計年度任用職員給与費2,601
【減】公共施設等総合管理計画推進費（消防施設費）△75,591、常備消防車両整備事業費△22,434、通信指令費△5,866、
　　　栗駒山火山防災協議会負担金△2,446、水防活動費△1,905、消防総務費△1,835、自主防災組織育成事業費△1,508
【増】非常備消防車両整備事業費17,300、消防団運営費12,701、防災行政無線等管理費8,043、防災対策費3,195、
　　　岩手県総合防災訓練事業費1,277

特別職給与費182、職員給与費△27,093、会計年度任用職員給与費459,714
【減】東山小学校整備事業費△1,413,229、花泉地域統合小学校整備事業費△338,760、
　　　旧東北砕石工場保存・公開活用事業費△177,337、史跡等環境整備事業費△93,217、特別支援教育推進事業費△68,960、
　　　運営事業費（図書館費）△63,333、施設管理費（小学校）△44,041、私立幼稚園就園奨励費補助金△28,779
【増】学校給食費公会計化事業費482,695、室根地域統合小学校整備事業費332,669、
　　　公共施設等総合管理計画推進費（小学校費）125,497

【減】長期債元金△132,866、長期債利子△59,246、公債諸費△118

備　　　　　　　　　　　考
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　(4) 一般会計歳出の状況（性質別）

構成比 構成比

1 12,474,452 19.5 11,809,433 18.2 665,019 5.6

2 10,558,749 16.5 10,353,196 16.0 205,553 2.0

3 9,120,153 14.2 9,312,265 14.4 △192,112 △2.1

32,153,354 50.2 31,474,894 48.6 678,460 2.2

4 普通建設事業費 5,629,334 8.8 7,409,773 11.4 △1,780,439 △24.0

（1）補助事業費 2,438,167 3.8 3,972,098 6.1 △1,533,931 △38.6

（2）単独事業費 2,819,548 4.4 2,945,080 4.5 △125,532 △4.3

（3）県事業負担金 371,619 0.6 492,595 0.8 △120,976 △24.6

（4）受託事業費 0.0 0.0 0 0.0

5 災害復旧事業費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

5,629,336 8.8 7,409,775 11.4 △1,780,439 △24.0

6 8,948,481 13.9 9,142,522 14.1 △194,041 △2.1

7 871,921 1.3 858,812 1.3 13,109 1.5

8 13,084,793 20.4 11,364,590 17.5 1,720,203 15.1

9 105,149 0.2 114,231 0.2 △9,082 △8.0

10 821,523 1.3 42,712 0.1 778,811 1,823.4

11 711,996 1.1 713,640 1.1 △1,644 △0.2

12 1,716,627 2.7 3,623,367 5.6 △1,906,740 △52.6

13 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

26,310,490 41.0 25,909,874 40.0 400,616 1.5

64,093,180 100.0 64,794,543 100.0 △701,363 △1.1合　　　計

投

資

的

経

費
計

そ

の

他

の

経

費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資金

貸付金

繰出金

予備費

計

義

務

的

経

費

人件費

扶助費

公債費

計

区分 ２年度当初予算 元年度当初予算
増減 伸率
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（単位：千円、％）

【増】会計年度任用職員給与費1,633,227、基幹統計調査費15,307、消防団運営費10,895
【減】職員給与費△116,272（給料△14,388、期末手当△3,335、勤勉手当△985、時間外手当△56,288、扶養手当659、
　　　退職手当負担金△15,189、その他手当971、共済費△27,717）
　　　行政連絡費△185,352、人事事務費△78,562、農政推進員費△71,104、運営事業費（図書館費）△45,533、
　　　戸籍等証明事務費△44,199、民生委員・児童委員事務費△35,100、宿泊交流研修施設管理運営費△31,518、
　　　市民センター事業費△25,553、交通安全指導事業費△23,175、市民センター管理運営費△20,547、
　　　かるがも教室運営費△17,640、教育研究事業費△15,928、学びの活性化事業費△14,132、放射線対策事業費△13,995、
　　　施設管理費（幼稚園）△13,983、一般介護予防事業費△12,591、担い手育成対策事業費△12,353、
　　　保健対策推進事業費△11,756、保育所管理運営費△11,518、外国語指導助手配置事業費△10,890

【増】施設型給付費等支給事業費186,512、子育てのための施設等利用給付費25,321、放課後児童健全育成事業費24,267、
　　　自立支援医療費24,156、障害児通所等給付費21,224、生活保護費17,744、乳幼児医療給付費11,968、
　　　ひとり親家庭等医療給付費6,005、重度心身障害者医療給付費4,504
【減】児童手当給付費△57,360、自立支援介護給付費△35,380、児童扶養手当給付費△11,396、妊産婦医療給付費△6,907、
　　　延長保育事業費△4,531

【減】長期債元金△132,866、長期債利子△59,246

―

【減】人事事務費△238,941、行政情報化推進事業費△229,213、保育所管理運営費△204,570、こども園管理運営費△89,504、
　　　利用自粛牧草等処理円滑化事業費△69,095、特別支援教育推進事業費△62,858、固定資産税賦課事務費△55,059、
　　　知事選挙及び県議会議員選挙費△49,035、施設管理費（小学校）△44,021、地域情報化推進事業費△43,682、
　　　参議院議員選挙費△42,076、一般事務費（障害者福祉費）△41,138
【増】学校給食費公会計化事業費482,695、行政連絡費188,545、公共施設等総合管理計画推進費（小学校費）174,095、
　　　老人福祉施設用地整備事業費78,600、指導用教科書購入費53,818

【増】橋梁維持補修費21,500、公共施設等総合管理計画推進費（住宅管理費）17,184、除雪費15,500、
　　　林業施設維持補修費8,400、公共施設等総合管理計画推進費（宿泊交流研修施設費）7,530、
　　　先賢の路モニュメント移設事業費4,488
【減】道路維持補修費△31,291、公共施設等総合管理計画推進費（体育施設費）△9,543、
　　　公共施設等総合管理計画推進費（市民センター費）△7,082、市営住宅管理費△5,589、道路維持車両管理費△4,642、
　　　公共施設等総合管理計画推進費（観光費）△2,592、常備消防施設管理費△1,302

【増】下水道事業会計補助金1,130,569、一関地区広域行政組合分担金（介護保険料軽減分）123,608、
　　　国県支出金等返還金116,540、水道事業会計補助金104,050、一関地区広域行政組合分担金（介護保険事業分）86,499、
　　　農政推進員費70,877、生活用水確保支援事業費 68,098、マイナンバーカード交付事務費43,757、
　　　産地パワーアップ事業費補助金37,086、一関市民生委員児童委員連絡協議会補助金35,470
【減】私立幼稚園就園奨励費補助金△28,779、バス運行事業費補助金△25,684、
　　　林業成長産業化総合対策事業費補助金 △23,268、国営農地開発事業負担金△21,738

【減】市債管理基金積立金△4,844、地域振興基金積立金△2,871、財政調整基金積立金△971、
　　　学校施設財産処分積立基金積立金△267、過疎地域自立促進基金積立金△129

【増】下水道事業会計出資金757,784、いわちく施設整備出資金21,285、希望のまち基金出資金680
【減】水道事業会計出資金△938

【減】奨学金貸付事業費△4,284、消費者保護事業費△4,000、勤労者生活安定資金貸付預託金△500
【増】医療介護従事者修学資金貸付金7,140

【減】下水道事業特別会計繰出金△1,606,144、農業集落排水事業特別会計繰出金△297,645、
　　　後期高齢者医療特別会計繰出金△44,611、国民健康保険特別会計直営診療施設勘定繰出金△7,795
【増】市営バス事業特別会計繰出金32,896、工業団地整備事業特別会計繰出金11,494、浄化槽事業特別会計繰出金3,127、
　　　国民健康保険特別会計事業勘定繰出金1,462

―

備         考

【減】東山小学校整備事業費△1,389,029、花泉地域統合小学校整備事業費△338,921、
　　　旧東北砕石工場保存・公開活用事業費△176,792、公共施設等総合管理計画推進費（芸術文化振興費）△139,597、
　　　私立保育施設整備事業費補助金△134,177、県営経営体育成基盤整備事業負担金△93,026、
　　　史跡等環境整備事業費△91,538、狐禅寺大平線道路改良事業費△82,712、道路新設改良事業費（一関地域）△70,086、
　　　公共施設等総合管理計画推進費（消防施設費）△68,185、公共施設等総合管理計画推進費（小学校費）△48,598
【増】室根地域統合小学校整備事業費331,730、萩荘地区公園整備事業費230,100、道路新設改良事業費（花泉地域）122,825、
　　　公共施設等総合管理計画推進費（観光費）81,162、原沢１号線道路改良事業費69,296
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　(5)入湯税の使途について

（歳入）入湯税 32,992 千円

（歳出）環境衛生施設の整備等に要する経費 326,120 千円

【環境衛生施設の整備等に要する経費】 （単位：千円）

国　県
支出金

地方債 その他 うち入湯税

267,470 79,624 4,879 182,967 25,298

19,628 19,628 2,714

39,022 3,000 36,022 4,980

326,120 79,624 7,879 238,617 32,992

区　分 経費

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

環境衛生施設の整備

観光施設の整備

観光の振興

合　計
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(６) 引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国　県
支出金

地方債 その他
うち引上げ
分の地方消
費税交付金

3,223,252 2,417,439 805,813 548,558

96,302 96,302

2,851,599 1,987,056 34,501 830,042 565,052

6,484 4,322 2,162 1,472

1,329,932 1,003,949 325,983 221,914

7,507,569 5,509,068 34,501 1,964,000 1,336,996

926,183 694,637 231,546 157,625

145,996 109,497 36,499 24,847

1,072,179 804,134 268,045 182,472

1,179 1,179

1,179 1,179

8,580,927 6,313,202 35,680 2,232,045 1,519,468

1,519,468

8,580,927

事業名 経費

財 源 内 訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

小 計

小 計

合 計

社
会
保
険

国民健康保険事業

介護保険事業

小 計

保
健
衛
生

医療提供体制確保事業
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３．一般会計予算規模等の推移

　(1) 予算規模の推移（当初予算比較）
（単位：百万円、％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

予算額 65,265 70,494 71,204 70,308 66,244 63,274 64,546 62,059 64,795 64,093

増減率
（ポイント）

2.3 8.0 1.0 △ 1.3 △ 5.8 △ 4.5 2.0 △ 3.9 4.4 △ 1.1

※　平成23年度は旧藤沢町との合算額

　(2) 自主財源比率等の推移（当初予算比較）
（単位：百万円、％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

依存財源 49,917 55,654 54,798 53,757 50,771 46,880 48,244 45,239 46,571 45,607

自主財源 15,348 14,840 16,406 16,551 15,473 16,394 16,302 16,820 18,224 18,486

自主財源比率 23.5 21.1 23.0 23.5 23.4 25.9 25.3 27.1 28.1 28.8

自主財源増減率
（ポイント）

0.9 △ 3.3 10.6 0.9 △ 6.5 6.0 △ 0.6 3.2 8.4 1.4

※　平成23年度は旧藤沢町との合算額

49,917
55,654 54,798 53,757 50,771 46,880 48,244 45,239 46,571 45,607

15,348

14,840 16,406 16,551

15,473
16,394 16,302

16,820 18,224
18,486

23.5

21.1
23.0 23.5

23.4

25.9
25.3

27.1
28.1 28.8

0.0
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20.0
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30.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

予算規模及び財源区分の推移

依存財源 自主財源 自主財源比率

当初予算額（百万円） 自主財源比率（％）

依存財源

自主財源
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　(3) 主な歳入の推移（当初予算比較）
（単位：百万円、％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

市税 11,700 11,366 11,887 12,103 11,966 11,828 12,242 12,301 12,653 12,607

地方交付税＋臨
時財政対策債 28,229 29,719 28,318 27,321 27,522 26,454 27,297 25,905 25,399 25,144

国県支出金 12,263 11,934 13,402 12,960 13,703 12,989 12,874 11,132 11,843 11,738

市債（臨時財政
対策債を除く） 6,686 11,489 10,462 10,931 6,229 3,978 4,823 4,635 5,613 4,407

※　平成23年度は旧藤沢町との合算額

11,700

11,366

11,887
12,103 11,966 11,828 12,242

12,301 12,653 12,607

28,229
29,719

28,318
27,321 27,522

26,454 27,297
25,905 25,399 25,144

12,263 11,934
13,402 12,960 13,703 12,989 12,874

11,132 11,843 11,738

6,686

11,489

10,462 10,931

6,229

3,978 4,823 4,635
5,613

4,407
0

5,000
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20,000

25,000

30,000

35,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

主な歳入の推移

市税 地方交付税＋臨時財政対策債 国県支出金 市債（臨時財政対策債を除く）

地方交付税＋臨時財政対策債

国県支出金

市債

市税

当初予算額（百万円）
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　(4) 義務的経費の推移（当初予算比較）
（単位：百万円、％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

義務的経費 30,237 30,634 30,741 30,576 30,827 30,913 30,781 30,981 31,475 32,153

うち人件費 11,801 12,307 12,279 12,060 11,890 11,975 11,798 11,828 11,810 12,474

うち扶助費 9,071 8,849 9,101 9,092 10,093 10,005 9,696 9,864 10,353 10,559

うち公債費 9,365 9,478 9,362 9,424 8,845 8,933 9,287 9,289 9,312 9,120

義務的経費の
構成比

46.3 43.5 43.2 43.5 46.5 48.9 47.7 49.9 48.6 50.2

増減率
（ポイント）

△ 3.0 1.3 0.3 △ 0.5 0.8 0.3 △ 0.4 0.7 1.6 2.2

※　平成23年度は旧藤沢町との合算額

11,801 12,307 12,279 12,060 11,890 11,975 11,798 11,828 11,810 12,474

9,071 8,849 9,101
9,092 10,093 10,005

9,696 9,864 10,353
10,559

9,365 9,478 9,362 9,424
8,845 8,933

9,287

9,2… 9,312
9,120
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43.5 43.2 43.5

46.5

48.9

47.7

49.9

48.6

50.2

38.0

40.0

42.0

44.0
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50.0

52.0

0
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　(5) 投資的経費の推移（当初予算比較）
（単位：百万円、％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

投資的経費 11,203 15,674 15,439 15,707 10,395 7,251 8,132 6,333 7,410 5,629

投資的経費の
構成比

17.2 22.2 21.7 22.3 15.7 11.5 12.6 10.2 11.4 8.8

増減率
（ポイント）

11.6 39.9 △ 1.5 1.7 △ 33.8 △ 30.2 12.2 △ 22.1 17.0 △ 24.0

※　平成23年度は旧藤沢町との合算額

　(6) 令和２年度末地方債残高の見込み

※　下水道事業特別会計と農業集落排水事業特別会計は令和元年度末をもって廃止

　(7) 令和２年度　基金繰入金

　　　　◆財政調整基金繰入金
278.3 百万円 （前年比 15.5 百万円 ＋5.9 ％）

　　　　◆市債管理基金繰入金
2,611.7 百万円 （前年比 △ 38.0 百万円 △ 1.4 ％）
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４．行政改革の効果

令和２年度の主な取り組み分 3億　9,837万円

【職員数の削減等】 2億 4,069万円

退職者の不補充等（28人の減）

【補助金等の整理合理化】 226万円

削減　８件・廃止　４件

【経費の節減合理化】 2,291万円

内部管理事務費の縮減

【施設管理運営の最適化】 2,194万円

市民センターの指定管理など

【その他歳入確保対策】 1億 1,057万円

遊休資産等の売却、広告掲載事業、税等の徴収対策等

※　【職員数の削減等】は、企業会計を含む全会計を対象としています。
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